
「包括施設管理業務委託」の実施スケジュール例

なぜ、今、公共施設マネジメントの第一歩として包括施設管理業務委託を進めるのか？

4月
H30年H28年

12月 4月
H29年

９月 12月

①検討・協議

庁内理解

(合意形成）

②具体的な検討・計

画づくり・実践

③予算化

④公募、選定

【意思決定】

市の実状に照らして、

包括委託を実施した

場合のメリット、デ

メリットを確認し、

実施に向けた庁内の

合意形成（決断）を

行う。

【計画】

・どの（いくつの）施設の

・どの業務を範囲として

・どのような体制で委託するのか

【実践】

・仕様書、募集要項等の作成

・事業者等との対話型市場調査

・事業評価手法の確立

・予防保全、長寿命化計画の立案

例えば・・・

小さい規模ではじめて、次

第に大きな成果へと結びつけ

る。

・まずは10～20施設単位で

・特殊事情のある業務や施設

を除く

・指定管理施設を除く

など、実践可能ないくつか

のパターンを検討する。

⑤
包
括
委
託
開
始

①市民（施設利用者）の生命と

財産を守るために、施設の安全

管理を行う。

②個別契約に要する事務コスト

＝職員の人件費の削減（１契約

あたり約10万円）

安全 コスト

③電気、給排水、空調設備等の

維持管理を専門的な技術情報に

基づくチェックの実現

専門的判断

④所管課が異なる複数の施設管

理業務に横串をさし、光熱水費

や保守点検費、稼働率などの差

を客観的に比較できる。機能統

合の議論につながる。

効率化

⑤公民連携により、民間事業者

の優れた専門知識や能力を施設

管理に活用できる。幅広い事業

提案が受けられる。

協働

・縦割り組織を超える事業→実施への決断

・職員間の考え方の違いを踏まえた十分な

庁内調整

・行政経営のあり方を見直すチャンス!!
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